
　

３
月
議
会
で
は
、
住
宅
の
空
き
部
屋

に
観
光
客
ら
を
有
料
で
泊
め
る「
民
泊
」

の
独
自
ル
ー
ル
を
定
め
た
条
例
を
可
決
。

　

住
居
専
用
地
や
子
育
て
施
設
の
周
辺

で
は
年
間
を
通
じ
て
営
業
を
禁
止
、
ま

た
景
観
地
区
と
し
て
芦
屋
市
は
全
域
が
、

禁
止
区
域
に
。
城
崎
温
泉
な
ど
の
地
区

で
は
営
業
期
間
を
制
限
。

　

全
国
で
も
厳
し
く
制
限
す
る
条
例
と

な
っ
て
い
ま
す
。

消費税10％中止を求める意見書提出の件

核兵器禁止条約の日本政府の署名と批准を求める意見書提出の件

県の制度で中学校３年生まで子ども医療費無料化実施を求める件

最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書提出の件

３月議会　主な請願の内容 共産 自民 公明 連合
（民進系） 維新

○…採択を主張　×…不採択を主張

〝県政150年〟

守
ろ
う

憲
法
９
条

日本共産党提案の意見書が採択

今こそ

国民健康保険の均等割保険料軽減など、子育て世代の経済的負担の軽減のための支援を
子どもの医療費負担軽減を

合理的な理由のない雇止めの防止、相談窓口の周知徹底を
労働契約法に基づく無期転換ルールの徹底を

民泊条例制定される

●主要農作物種子生産条例
●障害者等による情報の取得及び利
用並びに意思疎通の手段の確保
に関する条例（議員提案）
●ユニバーサル社会づくりの推進に
関する条例

他に制定された主な条例
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１
８
６
８
年
、
兵
庫
の
津
に
兵
庫
県

庁
が
お
か
れ
、
今
年
で
１
５
０
年
。

　

日
本
は
、
明
治
維
新
で
幕
藩
体
制
が

終
わ
り
を
つ
げ
る
一
方
、
ア
ジ
ア
へ
の

侵
略
・
植
民
地
支
配
を
お
こ
な
い
、
無
数

の
犠
牲
を
し
い
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

戦
後
、
侵
略
戦
争
の
反
省
の
も
と
に

定
め
ら
れ
た
日
本
国
憲
法
に
よ
り
、
日

本
は
、
平
和
民
主
国
家
と
し
て
の
新
た

な
歴
史
を
刻
む
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　

い
ま
安
倍
政
権
の
も
と
、
９
条
は
じ

め
、
改
憲
が
企
て
ら
れ
て
い
ま
す
が
、

知
事
は
、
議
会
答
弁
で
、「
憲
法
９
条
は
、

日
本
が
世
界
に
誇
る
崇
高
な
理
念
」と
答

え
て
い
ま
す
。

　

党
県
議
団
は
憲
法
９
条
を
守
り
、
憲

法
が
生
か
さ
れ
る
平
和
行
政
推
進
の
た

め
に
、
力
を
尽
く
し
ま
す
。

ねりき恵子 

いそみ恵子

きだ結

庄本えつこ

入江次郎

　

２
０
２
５
年
に
向
け
た
県
の「
地
域
医

療
構
想
」に
よ
る
病
床
削
減
計
画
等
に
対

し
、「
十
分
な
医
療
資
源
が
確
保
さ
れ
る

の
か
」「
在
宅
医
療
体
制
が
不
十
分
で
は
な

い
か
」と
大
き
な
不
安
・
懸
念
が
ひ
ろ
が
っ

て
い
ま
す
。

　

県
議
団
は
、
病
床
数
削
減
あ
り
き
で
、

入
院
患
者
を
在
宅
へ
追
い
や
る「
地
域
医

療
構
想
」を
批
判
。
地
域
の
医
療
需
要
や

実
情
を
ふ
ま
え
た
医
療
資
源
を
確
保
す

る
た
め
の
計
画
に
変
更
す
べ
き
と
求
め

ま
し
た
。

「
地
域
医
療
構
想
」

〝
入
院
ベ
ッ
ド
数
削
減
や
め
よ
〞

　

４
月
か
ら
、
国
民
健
康
保
険
事
業
の
都

道
府
県
化
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。
自
治
体

に
は
、
保
険
料
の
徴
収
強
化
を
義
務
づ

け
、
将
来
の
統
一
保
険
料
に
よ
り
、
さ
ら

な
る
値
上
げ
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

日
本
共
産
党
県
会
議
員
団
は
、
国
保
の

都
道
府
県
化
に
反
対
す
る
と
と
も
に
、
市

町
の
法
定
外
繰
り
入
れ
を
妨
げ
な
い
こ
と

を
答
弁
さ
せ
、
保
険
料
値
下
げ
の
た
め
、

国
庫
支
出
金
の
増
額
と
、
県
の
法
定
外
繰

り
入
れ
を
求
め
ま
し
た
。
ま
た
、
子
育
て

世
代
支
援
の
た
め
に
、
均
等
割
の
減
免
も

す
べ
き
と
主
張
し
ま
し
た
。

「
国
保
都
道
府
県
化
」

〝
高
す
ぎ
る
国
保
料
引
き
下
げ
を
〞

いのち・くらし
最優先の県政を


